




⑥茶生産の高品質化に向け、茶業団体と連携しながら老齢茶園の改植や茶品評会への出展を支援していま

す。茶は全国的に供給過剰であることから、輸出も見据えた売れる茶づくりに向け、食品関連事業者

からのニーズに応じ、農業生産工程管理（ＧＡＰ）の第三者認証の取得や輸出環境の整備を進める必

要があります。また、花き・花木の販路開拓及び消費拡大に向け、商談会への出展促進やバイヤー等

を対象にした生産者のほ場見学会、花育などの消費推進活動を展開しています。今後も、実需者ニー

ズを捉え、新規需要を開拓していく必要があります。 

⑦県産牛肉の海外輸出を促進するため、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会の畜産部会と連携し、米

国における海外市場調査や米国のバイヤー等の県内生産現場への招へい等を通じて、商談機会の創出に

取り組んでいます。今後、米国への輸出を軌道に乗せるためのフォローアップに取り組むとともに、国

が輸出最重点国に位置付けている新興市場に対する輸出機会を創出していく必要があります。 

⑧受精卵移植技術を活用した和牛子牛生産による酪農経営の多角化に向け、受精卵移植に関する技術者や

指導者の養成及び受精卵の受胎率向上に向けた技術開発（凍結技術等）に取り組んでいます。また、と

畜当日に店頭販売を行う「朝挽き鶏肉」の食味優位性の検証や食品残渣（不用乳）を活用した低コスト

養豚飼育技術の開発を進めています。開発した技術を農家や流通事業者等に円滑に移転していくととも

に、輸入飼料価格が高値で推移する中、飼料費の低減及び畜産物の高付加価値化に向け、飼料用米など

県内産飼料の生産・利用拡大を図る必要があります。 

⑨農場ＨＡＣＣＰの概念を取り入れた養豚・養鶏農場における生産衛生管理の推進に向け、専門講習会へ

の派遣による農場指導員の育成や取組意欲の醸成を図る講演会の開催などに取り組んでおり、養鶏農場

２農場をモデル農場として選定しました。今後、農場ＨＡＣＣＰの認証取得に意欲的な農家への支援を

強化する必要があります。 

⑩高病原性鳥インフルエンザの防疫体制を強化するため、対策・対応マニュアルをより実践的な内容に見

直しました。また、口蹄疫の初動防疫を適切に行うため、実働演習を開催し関係者の理解を深めました。

特定家畜疾病の監視体制を継続するとともに、防疫措置が円滑に機能するよう、関係機関や関係業者、

生産者との連携を強化していく必要があります。全国的な発生となった豚流行性下痢（ＰＥＤ）につい

ては、消毒を中心とした防疫対策を展開し早期沈静化に努めました。再発防止に向け、農家指導を徹底

する必要があります。 

⑪「地域活性化プラン」については、前年までの 167 プランに加え、10 プラン(９月末時点)が策定され

ました。このうち、11プラン(累計 104プラン)について、専門家を派遣しビジネス展開に向けた試作、

試行等の初期的な取組への支援を開始したほか、新たに創出された商品等の改良、販路拡大などの実践

取組を支援しています。策定地域をさらに拡大するとともに、商品等の高付加価値化を進めるため、他

の地域や食品産業事業者等との連携を促す必要があります。また、人口減少等に対処した「働く場」の

確保など、地域の社会的課題の解決に向けた取組を促進する必要があります。 

⑫担い手への農地集積の促進と耕作放棄の未然防止に向け、市町へのアドバイス等を通じて、集落単位で

の「人・農地プラン」の作成を推進しています。中山間地域を中心に担い手不在集落が増えていること

から、集落営農組織の育成に向け、地域の話し合いや合意形成を促す必要があります。 

⑬三重県農地中間管理機構として指定した三重県農林水産支援センターにおいて、第１回目の受け手の公

募を実施し、23 市町延べ 369 名の受け手から農地を借り受けたいとする応募がありました。また、10

月から、28 市町において２回目の公募を実施しています。さらに、受け手に貸し出す農地をまとめる

ため、農地の出し手となる集落の話し合いを促すとともに、集落における農地の貸し借り等の状況が一

目でわかるよう、農地利用図の作成を進めています。今後、受け手への農地集積が促進されるよう、農

地利用図に基づき、出し手と受け手のマッチングを進める必要があります。 

 

 

 





⑤野菜や果樹については、野菜の価格安定対策や共同集出荷施設の整備など、産地改革計画等を策定した

産地への支援を進めます。また、柑橘及び柿の輸出拡大と定着を図るため、生産者団体等と連携して、

輸出指定園地の拡大とともに、病害虫防除や品質保持に関する技術の導入等を促進します。さらに、拡

大している加工・業務用需要に対応できる野菜産地を育成するため、品目に適した省力・低コスト栽培

技術の導入を促進します。 

⑥輸出も見据えた売れる茶づくりに向け、茶業団体と連携し、輸出対象国の農薬使用基準への対応や産地

におけるＪＧＡＰなど第三者認証の取得を促進します。また、花き・花木の新規需要開拓に向け、首都

圏等で開催される商談会への出展促進やバイヤー等を対象にした生産者のほ場見学会の実施、花き品評

会等によるＰＲ、小中学校等での花育などに関係団体と連携して取り組みます。 

⑦生産者団体による米国への牛肉輸出が自立して継続されるよう、生産基盤体制の強化や輸出の本格実施

に向けたアドバイスなどのフォローアップに取り組むとともに、新興市場への輸出の足掛かりとするた

め、生産者団体による商談会等への出展を支援します。 

⑧畜産業の成長産業化に向け、受精卵移植技術を用いた和牛子牛生産技術、朝挽き鶏肉の流通技術及び未

利用資源を活用した養豚飼育技術等の確立とともに、これら技術の生産者等への移転を進めます。また、

県内産飼料の生産・利用拡大に向け、関係事業者などが連携・結集した畜産クラスターの構築等に取り

組みます。 

⑨農場ＨＡＣＣＰの認証取得を推進するため、採卵鶏では認証の前段階である推進農場の指定を目指して

モデル農場への重点的支援を行います。また、養豚では取組に意欲的な農場に対して、農場指導員によ

る指導や衛生管理プログラムの策定支援を展開するとともに、引き続き、講演会の開催等により認証取

得に向けた意欲醸成を図ります。 

⑩家畜伝染病の発生予防、予察及びまん延防止のため、各家畜保健衛生所による畜産農家への定期的巡回

指導により、適切な飼養衛生管理と最重要疾病に対する早期通報体制の徹底を図ります。特に、高病原

性鳥インフルエンザについては、より実践的かつ円滑に防疫措置が機能するよう、防疫演習や研修会、

講演会を開催し、生産者や関係機関との連携の強化を図ります。 

⑪「地域活性化プラン」については、農業者の意欲醸成を図りつつ、策定地域の拡大と継続的な実践支援

に取り組みます。また、販路開拓等へ向けて、展示・商談会等への参加促進や、６次産業化事業等の活

用誘導など、ビジネス展開に向けた意欲醸成を進めるとともに、「自然体験」による交流等を通じて、

雇用機会を創出していく取組を支援します。さらに、商品等の高付加価値化を目指して、プラン間の連

携や食品関連事業者等異業種からの提案に対応できる産地づくり、機能性成分に着目した商品力の強化

など、実践取組のステップアップを積極的に支援します。 

⑫担い手への農地集積を推進するため、市町と連携し、引き続き、集落単位での「人・農地プラン」の作

成を進めるとともに、担い手が不足する中山間地域等において研修会の開催や集落座談会等への職員派

遣などに取り組み、地域農業の将来ビジョンの検討や集落営農の推進に向けた話し合いを促進します。 

⑬農地中間管理事業による農地集積の加速化に向け、農地中間管理機構を担う三重県農林水産支援センタ

ーが中心となり、市町等と連携して県内各地で、農地集積に向けた出し手と受け手のマッチングなど地

域の話し合いを着実に進めます。 

⑭農業及び農村における男女共同参画を進めるため、引き続き、６次産業化の支援など女性起業家の能力

開発支援に取り組みます。また、農村女性が仕事と子育て等を両立できる環境を整備するため、モデル

地域においてワークショップや研修会を開催し、自発的な取組の展開につなげるとともに、フォーラム

等を通じてモデル的な取組を普及します。 

 

 

 

 





④（新）加工・業務用に対応するみえの園芸産品生産流通体制整備事業【基本事業名：31202  園芸等産地

形成の促進】 

予算額：(26) ― 千円 → (27)  ９，４７９千円 

事業概要：加工・業務用需要に対応できる野菜・果樹産地を育成するため、食品関連事業者等との連携

によるコンソーシアムの形成を促進するとともに、生産性・安全性を確保できる生産出荷体

制づくりを進めます。 

 

⑤海外市場向け三重県産ブランド牛肉輸出モデル事業【基本事業名：31203  畜産業の健全な発展】 

  予算額：(26)  １７，９０５千円 → (27)  ４２，９０５千円 

事業概要：三重県産ブランド牛肉の輸出を促進するため、肉牛生産者団体等が行う輸出促進に向けた主

体的な取組を支援するとともに、海外において現地メディアや料理人等を対象とした情報発

信などに取り組みます。 

 

⑥三重の畜産成長産業化促進事業【基本事業名：31203  畜産業の健全な発展】 

  予算額：(26)  １６，６２９千円 → (27)  ６３，３２０千円 

事業概要：本県畜産業の成長産業化を図るため、受精卵移植技術を用いた和牛子牛生産技術等の開発と

移転に取り組むとともに、畜産クラスターのシステム構築等を通じ、飼料用米など県内産飼

料の生産・利用拡大に取り組みます。 

 

⑦中小家畜経営対策事業【基本事業名：31203  畜産業の健全な発展】 

  予算額：(26) ５７，９２７千円 → (27)  ４５，２３７千円 

事業概要：効率的で生産性の高い畜産経営体の育成を推進するとともに、家畜改良増殖法、養蜂振興法、

養鶏振興法、家畜商法等に係る指導や、みえ特産鶏のブランド化等に取り組みます。 

 

⑧家畜衛生管理能力アップ事業【基本事業名：11302  農水産物の安全・安心の確保】（再掲） 

  予算額：(26) ９，８９１千円 → (27)  ８，４６２千円 

事業概要：畜産農家にとってリスクとなる疾病等の要因を低減させるため、採卵鶏農家及び養豚農家を

対象とした農場ＨＡＣＣＰ認証制度手法に基づく衛生管理体制の導入を促進します。また、

口蹄疫をはじめとする特定家畜疾病のまん延を防止するため、疾病の発生時に適切な対応が

とれる初動防疫体制の構築に取り組みます。 

 

⑨家畜衛生防疫事業【基本事業名：11302  農水産物の安全・安心の確保】（再掲） 

  予算額：(26) ６３，５４２千円 → (27) ６２，７８８ 千円 

事業概要：家畜伝染病の発生予防及びまん延防止と、飼料、動物用医薬品等の適正使用を推進するため、

定期巡回や立入検査等による監視指導を強化します。また、家畜衛生技術の指導により家畜

の健康維持と生産性向上を図ります。 

 

⑩地域活性化プラン推進事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育成】 

予算額：(26) １０，９０７千円 → (27) ８，３０１千円 

事業概要：地域の農業者をはじめ様々な関係者の創意工夫のもと、農地、景観、文化、人材など地域資

源を有効活用する取組のスタートアップを促し、その実践を支援することで、地域の取組の

発展や農産物の高付加価値化等につながる取組を進める集落や産地等の育成を行います。 

 

 



⑪（新）機能性成分の発掘による地域農産品等商品力強化事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の

確保・育成】 

予算額：(26) ― 千円 → (27) ７，５７６千円 

事業概要：農産物や農産加工品等の高付加価値化や食品関係事業者等との連携商品の創出を進めるため、

地域資源を活用した集落や産地等における特徴ある農産品について、機能性成分による商品

力の強化等を促進し、食のバリューチェーン形成を推進します。 

 

⑫農地中間管理機構事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育成】 

  予算額：(26) ２４６，１０９千円 → (27)  ３２８，３１５千円 

事業概要：「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づき、農地の中間受け皿となる農地中間管理機

構を整備し、農地の賃貸借等を通じて農地利用の再配分を進めること等により、担い手への

農地集積・集約化等を促進します。 

 

⑬若者が安心して農業参入できる環境づくり推進事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育

成】 

  予算額：(26) １，４２７千円 → (27)  １，０７７千円 

事業概要：農業・農村で男女（とも）に稼ぎ、男女（とも）に子育て等しながら、経営基盤の安定した

安心して暮らせる環境づくりを進めるため、農業者等、県民の意識の醸成を図るとともに、

県民による自発的な取組の展開を促進します。 

 

⑭三重のリーディング産品を支える人材育成事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育成】 

  予算額：(26) １，６７１千円 → (27)  １，３１６千円 

事業概要：「もうかる農業」を実践できる農業者を育成するため、農業大学校において講座と演習を組

み合わせた講座制の研修を実施し、農業者のマーケティングスキルの向上を図ります。 

 

⑮農業版就職支援事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育成】 

  予算額：(26) １，６２０千円 → (27)  １，２１５千円 

事業概要：農業分野における若年者の就労の場を拡大するため、市町や関係団体等と連携し、「みえの

就農サポートリーダー制度」の推進を図るとともに、就農サポートリーダーの育成を行う市

町に対して助成を行います。 

 

⑯農福連携・障がい者雇用推進事業【基本事業名：31204 多様な農業経営体の確保・育成】 

予算額：(26) ４，２５０千円 → (27) ４，２５０千円 

事業概要：福祉事業所の農業参入や農作業受託、農業経営体への障がい者の就労を促進するため、福祉

事業所のニーズに対応した技術・経営支援、農業と福祉を繋ぐ人材の育成、農業者に対する

意識啓発、障がい者が担える農業・農作業の検証などに取り組みます。 

 

⑰高度水利機能確保基盤整備事業【基本事業名：31205  農業生産基盤の整備・保全】 

予算額：(26) １，１７１，６０５千円 → (27) ２，１３４，９６５千円   

事業概要：農地の集積、大規模営農に取り組む意欲ある農業経営体の効率的な営農の実現に向け、用水

路のパイプライン化等農業生産基盤の整備に計画的に取り組みます。 

 

 

 



⑱基幹農業水利施設ストックマネジメント事業【基本事業名：11201  洪水防止対策の推進】 

予算額：(26) ４２５，７８３千円 → (27) ５１２，７６５千円   

事業概要：老朽化が進んでいる農業水利施設について、長寿命化を図る観点から、適切な予防保全対策

を実施し、施設の機能保全を図ります。 

 

⑲（新）農業版ＢＣＰ策定事業【基本事業名：31205  農業生産基盤の整備・保全】 

予算額：(26) ― 千円 → (27)  ５，１６３千円   

事業概要：大規模な災害の発生に備えて、予め農業生産を円滑に回復するための取組方向や手順を定め

る農業版ＢＣＰを策定します。 

 

⑳団体営災害耕地復旧事業【基本事業名：31205  農業生産基盤の整備・保全】 

予算額：(26) ４３４，８５０千円 → (27) １，４６９，５０１千円   

事業概要：平成 26 年の台風 11 号等により被災を受けた農地及び農業用施設について、市町と連携して

早期復旧に取り組みます。 

 


